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研究成果の概要（和文）：本研究は，体制転換の中で急激に拡大したロシアの不平等が，移行不況を脱した2000年以降
も改善されずに高水準を維持しているのは何故なのかについて，ロシア全国レベルあるいは地域レベル（連邦構成主体
レベル）の代表性をもつ大規模家計調査の個票データを用いた実証分析とロシア生活保護関連法に関する詳細な制度分
析に基づき検証している。

研究成果の概要（英文）：Based on empirical analyses using the micro data of nationally and regionally 
representative Russian household surveys as well as institutional analyses on legislation relating to 
social security in Russia, this project examined why the inequality that drastically increased in Russia 
during transition from planned to market economy, remained high even during the economic growth in 2000s.

研究分野：ロシア経済．開発経済学．労働経済．
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１．研究開始当初の背景 
 
 市場経済へと移行を始めた 1990 年代に，
ロシアは長く深い移行不況に陥り，1998年に
は一人当たり実質GDPが 1989年の 60%近く
にまで落ち込んだ。また，生産が大幅に縮小
し，ハイパーインフレーションが発生した他，
賃金支払い遅延や，時短労働・無給の強制休
暇など非自発的不完全雇用が頻繁にみられ
るようになり，実質賃金が大幅に低下した。
このような移行不況の結果，移行直前の 1989
〜1991 年には 10〜11%であった貧困者比率
が，移行直後の 1992年には 33.5%まで急上昇
し，その後も 20〜30%あたりで上昇・下降を
繰り返すことになった。ルーブル安と原油価
格の高騰を受け，1999年以降に高成長が始ま
ると，それに伴い貧困者比率も継続的に減少
し，2000 年の 29.0%をピークとして，2009
年には約 13%まで貧困者比率が減少した。 
 以上のように，2000年代の安定的な経済成
長の中，ロシアの貧困者比率は下降トレンド
をみせるようになり，移行前の水準に近づき
つつある。但し，依然として，ロシア国民の
多くが貧困線近傍の低い生活水準の下にあ
り，かつ，高成長がみられるようになった
1999年以降も，移行開始後に急激に広がった
不平等が改善される兆しもない。例えば，ロ
シアのジニ係数（所得ベース）は，移行前の
1989年には 0.27であったが，1993年には 0.40，
2009 年には 0.42 という高水準であった。ま
た，多くのロシア国民の生活水準が，移行開
始前の水準にさえ達していない。例えば，第
2五分位数（下位 40%）と第 1五分位数（下
位 20%）のグループの実質所得は，それぞれ，
1991年の 79％と 55％にしか達していない。 
 ロシアの不平等度は南米諸国に匹敵する
ほど高いだけでなく，約 20年という期間に，
ロシアほど不平等度が大きく上昇した国は
世界的にみても他にない。世界銀行の World 
Development Indicatorsのデータに基づく研究
代表者の試算によれば，1988〜2007 年の約
20 年間で，ロシアのジニ係数は 0.20 ポイン
トも増大している。このロシアのジニ係数の
増加分は，ペルー，メキシコ等の南米諸国だ
けでなく，移行国であるポーランド，カザフ
スタン等と比較しても著しく高い。 
 以上のように，移行経済下ロシアの不平等
は解決されるべき喫緊の問題であり，その詳
細について分析することは極めて重要であ
る。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は，1992年以降の体制転換の
中で急激に拡大したロシアの不平等が，移行
不況を脱した 2000 年以降も改善されること
なく高水準を維持している原因を解明する
ことである。研究代表者は，これまで，1990
年代〜2000 年代のロシア長期モニタリング

調査（RLMS–HSE）の個票データ（ミクロデ
ータ）やロシア連邦統計局の地域データ（マ
クロデータ）を用いて，都市・農村間などの
地域間格差の実証分析を進めてきた。この一
連の研究の中で実証的に明らかにされた，本
研究に関わる重要な点は，経済成長の果実は
貧しい地域にもトリックル・ダウンする（滴
り落ちる）が，豊かな地域により速く，かつ，
より多くトリックル・ダウンすること，すな
わち，ロシアには経済成長がプロ・プア成長
となるメカニズムが欠如しているというこ
とである。なお，これは，Dollar & Kraay（2002）
が 100 カ国前後のプールド・データ（国×年
次データ）を用いて示した分析結果とは異な
るものである。 
 本研究では，これまで研究代表者によって
実証的に明らかにされたロシアに関する上
述の事実発見に基づき，研究を更に一歩進め
た。不平等問題には地域間格差，消費格差な
ど複数の切り口が考えられるが，本研究では，
ロシア労働市場及び社会保障が，ロシアにお
ける非プロ・プア成長のメカニズムとどのよ
うに結びついているのかについて解明する
ことを試みた。なお，ロシアでは，政策上，
2000 年代半ばまで格差拡大が軽視されてい
たが，2008年以降，格差是正が重視されるよ
うになった。従って，不平等のメカニズムの
解明は学術的意義だけでなく政策的意義も
持つと考えられる。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では，上述の問題を解明するために，
連邦構成体主体レベル（地域レベル）やロシ
ア全国レベルの代表性をもつ大規模家計調
査の個票データ（ミクロデータ）を用いて，
ロシア農村家計のインフォーマル就労に関
する実証研究や，ロシアの生活水準に関わる
実証及び制度研究をおこなった。これらの一
連の研究における分析方法とその内容は，以
下の通りである。 
 
(1) ロシア農村家計のインフォーマル就労に
関するミクロ計量分析 

 
 ロシア農村家計の支出・所得に強く関係す
る要素として，インフォーマル就労（個人副
業経営）が挙げられる。本研究では，連邦構
成主体レベルの代表性を持つ家計調査（政府
統計）の個票データを用いて，ロシア農村家
計のインフォーマル就労が，特に，貧困状態
にある農村家計にとって，インフォーマルな
セーフティネットとして機能しているかど
うかを実証的に分析した。 
 
(2) 移行経済下ロシアの生活水準に関わる実
証・制度研究 

 
 社会保障制度のうち，貧困及び不平等を是



正するための制度として国家生活扶助法が
挙げられる。そこで，本研究では，ロシアの
国家生活扶助法に関するサーベイをおこな
った。その他，全国レベルの代表性をもつ大
規模家計調査の個票データを用いた実証分
析をおこない，ロシア国家生活扶助法の効率
性についても考察した。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究における研究成果は，主に，以下の
2つに分類できる。 
 
(1) ロシア農村家計のインフォーマル就労に
関する研究成果 

 
 所得ショックに直面する場合，特に，農村
貧困家計が個人副業経営のセーフティネット
機能を強めることを，地域レベルの代表性を
もつロシア家計調査（政府統計）の個票デー
タを用いて，実証的に明らかにした。既存研
究により，動学的な貧困の罠のモデルが仮定
する低位均衡がロシアでみられないことが発
見されていたが，その調整機能の正体は明ら
かにされていなかった。本研究の最も重要な
意義は，この調整機能の正体がインフォーマ
ル就労（個人副業経営）であることを実証的
に示したことである。 
 また，多くの既存研究が個人副業経営の地
域的多様性について言及しており，従って，
こういった地域性を十分に考慮した上で分析
を行うことが重要であると考えられた。しか
し，これまで，地域の多様性を十分にコント
ロールした分析は存在していなかった。本研
究のもう一つの意義は，この問題をクリアす
るために，地域レベルの代表性をもつロシア
家計調査を用いて実証分析をおこなっている
点である。 
 その他，所得ショックに直面する場合，特
に農村家計が個人副業経営というインフォ
ーマルなセーフティネットの機能を強める
が，これはロシアではフォーマルなセーフテ
ィネットが機能不全あるいは上手く機能し
ていないからであるという点を明示した。本
研究における一連の研究成果は，インフォー
マルな調整機能もが機能不全になった場合，
ロシアにおける地域間格差はさらに拡大す
る可能性があることを示唆していると考え
られる。なお，本研究の一連の成果は，査読
付き学術誌や国内外の研究集会等において
発表された。 
 
(2) 移行経済下ロシアの生活水準と社会保障
制度に関する研究成果 

 
 移行経済下ロシアの貧困・不平等に関わる
社会保護制度のうち，国家生活扶助法につい
てサーベイ研究をおこなった。また，全国レ
ベルの代表性をもつ大規模家計調査

（RLMS-HSE）の個票データを用いて，国家
生活扶助法成立後の 2003年と 2013年に関し
て，生活扶助の対象となる貧困層のプロファ
イルをおこなった。 
 この法制度のサーベイ及び実証研究にお
いて，①移行不況期にロシアの貧困は急激に
拡大したが，貧困層向けの生活保護制度の整
備は遅れ，日本の生活保護法に相当する国家
生活扶助法が成立したのは，経済成長の兆し
が見え始めた 1999 年であること，②移行不
況期も移行不況期後も，ロシアの代表的な貧
困層は，年金生活者など高齢者層ではなく，
子供をもつ勤労家計であり，また，貧困者全
体に占める比率は小さいが，失業者の貧困に
陥る確率が高いこと，③ロシアの国家生活扶
助法はソ連時代の特典的要素の色彩を帯び
ており，貧困層のターゲティングには失敗し
ているが，近年，社会的契約に基づく就労や
職業訓練など自立を促す積極的支援が導入
されていることが明らかにされた。なお，積
極的支援の中には個人副業経営の実施も含
まれており，インフォーマルなセーフティネ
ットであった個人副業経営が，フォーマルな
セーフティネットへと制度的に変容したこ
とも，本研究によって明示された。このよう
な制度変化が実際に起こったという事実は，
本研究の研究成果(1)の意義と重要性の証左
であるといえるであろう。 
 本研究は，大規模家計調査（ロシア全国レ
ベル）を用いて実証的に貧困プロファイルを
おこない，その実証結果に基づきロシアの社
会保護制度を分析した我が国初の研究であ
る。なお，上記の研究成果は，学術誌に公表
されることが確定している。 
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